平成27年度指定障がい児支援事業者等集団指導の注意事項

1、 運営に関する基準

重要事項説明書に必要な事項が記載されていない　　P11
1 事業者、事業所の概要

2 運営規程の概要

3 管理者氏名及び従業者の勤務体制

4 提供するサービス内容とその料金

5 交通費などのその他費用について

6 利用料などの請求及び支払方法について

7 秘密保持と個人情報の保護及び同意書

8 事故発生時の対応・賠償の方法

9 緊急時の対応

10 苦情解決の体制・手順・窓口・相談の連絡先（事業者、市町村窓口、運営適正委員会）

11 虐待防止について

12 事業者・事業所・利用申し込みの説明確認欄

13 サービス提供開始予定年月日

提供拒否の禁止　P14
　　○利用申し込み者に対し、正当な理由がなくサービス提供を拒否している

　　　　利用者に理由を十分に説明し、他事業所等を紹介するなど必要な処置を講じて出来る限り内容を記録して置く

心身の状況の把握　P15

　　　　　○利用者の心身の状況、その他におかれている環境等の把握の手法・整理について大阪府で作成している「利用者調査票」を参考にする【フェイスシートやアイファイルや基本情報利用可】

サービス提供の記録　P16
　　　　　○サービス記録の記載内容に不備や、内容について保護者から確認を受けていない

· 提供したサービスの具体的内容記載、記録した内容について保護者に確認を得る。

· 今後のサービスに生かすために心身の状況記録を詳細に残す。

· 報酬請求の裏付け、支援計画を立てる等資料として５年間保存する。

　　　管理者の責務　P17
　　　　　○健全な運営のために管理者は、従業者に対して必要な指示や業務における指揮命令を行い、又利用者からの苦情・相談対応など日々の動静を把握し全体の管理を行う。
勤務体制の確保　P17-P18
　　　　　○従業者の勤務の体制を定める

1、 勤務予定を事業者ごとに作成

2、 すべての従業者（医師・看護師・管理者‥）を記載する

3、 人員基準の確認

4、 勤務予定表に勤務時間・常勤・非常勤・職種・兼務関係を明記

5、 加算の対象となる従業者の勤務時間を明記

6、 雇用契約に勤務条件を明確にする

7、 研修が計画的に実施されていない

8、 研修の実施記録が保存されていない
衛生管理を適正に行なう　P19
　　　　　　○従業者の健康診断を行い、記録を残す

　　　　　　○感染マニュアルを作成し周知し必要な措置を取る

　　　　　　○設備、備品など衛生的な管理を行う
　　　秘密保持等　P21
　　　　　　○従業者の秘密保持義務について、在職中ならびに退職後における秘密保持義務を
就業規則、雇用契約書、誓約書等に明記する
　　　　　　○漏らしてはいけない内容を「障がい児及び家族の情報」であることを明記する
　　　　　　○個人情報の使用について、障がい児及び家族等から文書による同意を得る
　　　　　　○家族から同意を得る際、家族代表ではなく複数名の家族から同意を得る様式を用意する
　　　苦情解決　P21-P22
　　　　　　○苦情解決に関する記録様式（報告書、台帳等）を作成する
　　　　　　○苦情解決の内容を記録様式に記録する
　　　　　　○苦情の内容に「その後の経過」、「再発防止のための取組み」を記録する
　　　　　　○事業所として、「再発防止のための取組み」を行う
　　　事故発生時の対応　P22
　　　　　　○事故・ひやり・はっと事例に関する記録様式（報告書、台帳等）を作成する
　　　　　　○事故が発生した場合に、障がい児の家族、市町村、都道府県等へ連絡する
　　　　　　○事故・ひやり・はっとの報告を記録様式に記録する
　　　　　　○事故報告書に「その後の経過」、「再発防止のための取組み」を記録する
　　　　　　○事故発生後に事業所として、「再発防止のための取組み」を行う
　　　　　　○損害賠償保険の加入または賠償金の積み立てを行う
加入している保険が当該事業の対象かどうか確認する
通所支援計画書の作成　P24-P25
○アセスメントを十分に行なう

○児童発達支援管理責任者が計画の作成会議を開催し原案の内容に意見を求めて、担当者会議の内容を記録する

○児童発達支援計画書を作成し、サービスの内容を保護者及び児童に説明をし同意を得る

○児童発達支援計画書を保護者に交付する

○児童発達支援計画を保護者に確認をとり、サイン・捺印し同意を得る

○モニタリングの結果を残す

○児童発達支援計画を少なくとも6ヶ月に１回以上見直しをする

＊児童発達支援管理責任者による指揮の下、児童発達支援計画が作成されていない場合や児童発達支援計画の作成に係る一連の業務が適正に行なわれない場合は、所定単価の5％減になります。

児童発達支援管理責任者の責務　P22-P23

○児童発達支援管理責任者が利用者の状況を適切に把握する

○児童発達支援管理責任者が他の従業者に計画の内容を説明する
非常災害対策　
○消火設備を非常災害に備えて整備している
○非常災害計画が策定し、従業者に周知する

○非常災害に関する具体的な計画を策定している

○定期的な避難・救出に必要な訓練をしている

○月に１回以上、避難及び消火に対する訓練を行う
2、報酬の算定に関する事項

　　　人員欠如　減算　P26
　　　　　　○指定基準の規定により配置すべき従業者は、人員基準上の人員を満たす

　　　　　　○児童発達支援管理責任者が退職した以降、後任者を速やかに補充する
　　　　　　　（配置されていない場合、人員欠如の解消された月までは、減算が必要）
　　　通所支援計画未作成減算　P27
　　　　　　○児童発達支援管理責任者による指揮下の下、通所支援計画が作成されてない
　　　　　　○基準に定められている通所支援計画作成に係る一連の業務が適切に行われていない

指導員加配加算　P27

　　　　　　○従業者の異動や退職等に伴う人員の減少した場合、速やかに加配加算の要件を満たす
　　　　　　　≪平成27年度改正≫
児童指導員等の一定要件を満たす職員を配置している場合の評価が行われ、児童発　達支援給付費などの算定に必要となる従業者の員数と指導員加配加算のための加配職員の総数のうち、児童指導員等を２名以上配置（常勤換算による算定）をしている場合についての加算区分が新設された
　　　
　　　家庭連携加算　P28
　　　　　　○あらかじめ保護者の同意を得た上で、居宅を訪問し障がい児及びその家族に対する相談支援を行った場合に、１回の訪問に要した時間に応じ、算定する
　　　　　　　≪平成27年度改正≫
　　　　　　　　障がい児通所支援を利用した日も算定が可能となった可能となった
　　　　　　　　算定可能回数が4回/月から2回/月へ変更された
　　　食事提供体制加算　P28
　　　　　　○事業所が食事（当該施設内にて調理、提供されたものに限る）を提供した場合に限定して算定する

　　　　　　　≪平成27年度改正≫
　　　　　　　　平成27年3月31日までの時限措置とされていたが平成30年3月31日まで延長

　　　　　　　　併せて食事提供体制加算の単位が見直しされた
福祉専門職員配置等加算　P26
　　　　　　○従業者の異動や退職等により加算の要件が満たされない場合、福祉専門職員配置等加算の要件を速やかに満たす
　　　　　　○加算区分の要件が満たせなくなった時は届け出が必要、所定の手続きを行う

　　　　　　　≪平成27年度改正≫
　　　　　　　　福祉専門職員配置割合が高い事業所をより評価できるよう、加算区分が新設された
　欠席時対応加算　P27
○利用中止の連絡のあった日時、利用者の状態確認、相談援助の内容を記録する

　　　＊利用中止日の前々日、前日又は当日に中止の連絡があった場合に算定可能

　　　＊電話等で確認した場合は利用者の状況、相談援助の内容を記録する

　　　
延長支援加算　P29
　　　　○運営規定に定める営業時間を8時間以上にする
　　　　○営業時間を超えた支援とならない
　　　　○延長時間帯に、指定通所基準に定められた直接支援業務に従事する職員が
1名以上配置されている
≪平成27年度改正≫
　　　　　　重症心身障がい児にたいして延長支援や送迎加算を行う場合の加算区分が新設された
3、障がい児通所支援における送迎について

　　

　　共通　P32
①送迎前

○利用者に送迎料金を受け取る場合は、運営規程・重要事項説明書を用いて説明する

○万が一事故が起きた場合に備えて損害賠償保険に加入していても、場合によっては送迎時の事故は対象外になっている保険もあるので注意する

②送迎時

○送迎時の安全を確保するために、運転手以外に添乗に１名以上配置する。
○送迎加算を算定する場合は、運転手に加えて指定通所基準の規定により置くべき職　員（直接支援業務に従事するものに限る）を１名以上配置する事が必須である
○指導員が運転手・添乗者となるのは可能ですが、運転手・添乗者として従事している時間は人員基準上の指導員に当らない

③送迎後

　　　　○送迎後の記録も必要

学校と事業者間の送迎について　P33
○学校と事業所間の送迎で送迎加算を算定するためには　　　

1、 スクールバスが、ルート上事業所が無い等、スクールバスでの送迎が実施できない

2、 スクールバスでの送迎が可能でも、ディを利用しない他の学生の時間延長やスクールバスの送迎が適当でない

3、 就学奨励費で学校と放課後等デイサービスの送迎手段を確保できない

4、 学校長と市町村が協議し、学校と事業所との間の途中までスクールバスの送迎を行なったが、事業所まで相当の距離がある
　　　平成27年度制度改正について　
　　　　　○事業所と居宅間の送迎が原則である。
○事業所と居宅間以外の場所への送迎については事前に、利用者と合意の上場所を定めておく
○利用者や事業所の都合により特定の場所以外への送迎を行う場合や、居宅まで送迎を行う必要がある利用者について居宅まで送迎を行わない場合は送迎加算の算定外となる
○事業所外で支援を行った場合、事業所外の活動場所から居宅への送迎は算定対象となる
　記　特定非営利活動法人　栄友社

